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注）厚生労働省「21世紀成年者縦断調査（平成14年成年者）」から筆者が独自に集計。パーセントは四捨五入のため、
総和が100にならない場合もある。 3
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総務省統計局「社会生活基本調査」2016年調査票の一部 2016年10月15
～23日の連続2
日をランダム

に指定

行動の種類
（20項目）を15
分単位で記入

行動に伴い一緒
にいた人も同時

に記入
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連続2日48時間を通じて誰とも交流のなかった人々の状況を把握することが可能

いわゆる「ひきこもり」に関する調査ではない。しかし、それに類する状況を
回答者は比較的ストレス少なく回答することが可能。



6

調査票には就業に関する項目も豊富に含まれる。

求職活動をしていな
かったり、就業希望
を持っていないなど、
ニート状態との関連

も把握可能
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孤立無業（Solitary Non-Employed Persons: SNEP)等に関する定義

孤立無業
20歳以上59歳以下の在学中を除く未婚無業者のうち、ふだんずっと一人か一緒
にいる人が家族以外いない人々を「孤立無業」と定義する（「ふだん」の状況とし
てランダムに指定された連続2日間に着目する）。

家族型孤立無業
孤立無業のうち、家族といっしょにいた時間を有する人々を「家族型孤立無業」
と定義する。

一人型孤立無業 孤立無業のうち、ずっと一人でいた人々を「一人型孤立無業」と定義する。

非孤立無業
20歳以上59歳以下の在学中を除く未婚無業者で、孤立無業以外の人々を「非
孤立無業」と定義する。

注：総務省『社会生活基本調査』のうち、生活時間編が未記入であった人々は除く。無業は、生活行動
編における、ふだん仕事をしていない人のうち「家事」もしくは「その他」を選択した人々（したがって予備
校、専修学校、各種学校に通っている場合も含まない）。ふだんが無業の目安は、一年間に30日未満
程度しか働いていない状態。「いっしょにいる」とは、普通に会話ができる程度の距離にいる場合を指
す。年齢は、10月20日時点の満年齢（ただし10月生まれはすべて誕生日を迎えたものとして集計上取
り扱っている）。調査は10月中の9日間のうち、連続する2日間が選定されている。
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非孤立無業が大き
く減少する一方で、
孤立無業は横ばい。
特に一人型が増加。
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2011年から16年にかけて
20代が大きく減少する一方、

30代はほぼ横ばい、
40代と50代のSNEPが
増加する傾向。
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就職氷河期世代を更に支える取り組み

• 既婚女性の正規雇用化が進めば、30万人正社員は実現可能

• 若年雇用対策が奏功しなかった現在の不安定雇用・無業者

• 雇用創出基金事業により新たな支援プログラムの発掘も

• 助成金よりも税制優遇の方が大規模な雇用創出につながる

• 「親子ペア就業」支援という新たな取り組みの可能性

• 氷河期無業者も地域の担い手の一人となる総合的な地域福祉
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